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不正監査支援サービス
不祥事の増加に伴い、内部監査に対する不正対応の期待が高まっています。
不正調査の考え方を導入した「不正監査」の設計・実行を支援します。

 デロイト トーマツ グループの調査によれば、内部監査に
対する期待は高くなっています
 内部統制の改善の助言に加えて、不正・不祥事の
早期発見する

 不正・不祥事発生の可能性を早期に評価し、
必要な予防策を提案する

 不正・不祥事の兆候を発見した場合の調査主体
となり、調査を実施する

内部監査部門も不正リスクに関する知見が求められます

RecoveryReadiness Response

出所：デロイト トーマツ グループ 「企業の不正リスク調査白書 Japan Fraud Survey 2020-2022」

＜不正監査のアプローチの概要＞

不正監査とは？
不正監査は、不正調査の仮説検証アプローチを導入し、トランザクションデータの分析やデジタルフォレンジックのテクニックを
組み合わせて、効率的に内部監査を行う手法です。

デロイトトーマツが提供できる主な支援内容
当社がこれまで支援した実績に基づく知見と経験の活用により、監査範囲・監査計画の策定や不正リスク評価・手続設計
に関する支援は勿論のこと、現場往査や手続実施後の報告サポートなど、お客様のニーズに応じてトータルで支援することが
可能です。

専門的な知見を利用し、より深度ある監査を
実施したいが、自社の監査リソースが不足して
いる。

往査・報告サポート

不正リスクの評価プロセスがよく分からない。
現状の評価プロセスにおいて問題点がないか
不安がある。

不正リスク評価・手続設計

不正に対するチェック体制が弱く、内部監査
の手続を強化したい。

監査範囲・監査計画策定

第三者的立場から専門的な知見に基づく効果的な往査を実施
します。不正リスクに対する実効的な監査の提言を行います。

豊富な他社事例等を背景として不正リスクシナリオを絞り込み、
専門的な知見に基づく効果的な評価手法を提案します。

効果的な監査手続の策定だけでなく、不正に対する社内牽制等
の内部統制強化の提案も可能です。

監査範囲検討・
監査計画策定
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監査対象拠点
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＜内部監査に期待される機能＞
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デロイトトーマツの支援パターン例
当社による支援サービスパターンと貴社が当該サービスを受けるメリットは以下の通りです。デロイト トーマツ グループでは、不正
領域における豊富な経験・専門性や第三者としての客観性を有しており、貴社のニーズに応じて総合的に支援致します。
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在外子会社の不正リスク可視化・
早期発見

 複数営業拠点において会計不正発覚
 社内調査後、内部管理体制の改善ため再発防止策
を検討中

 内部監査体制を強化するとともに再発防止策の実
効性を担保したい

 在外子会社のモニタリングが不十分
 キックバックや経営者不正リスクを懸念
 現状の不正リスクを可視化したい
 不正対応の専門家の知見が必要

不正再発防止のための内部監査の
高度化

 内部監査体制・プロセスの現状把握
 内部監査プログラムの見直し
 業務プロセス、不正防止プログラムの有効性評価

 内部監査メンバーとの協働を通じ、監査計画の策定、
往査、報告の助言

 往査拠点において発生可能性のある不正リスクとリス
ク対応の分析・評価

 フォレンジックアプローチを活用した監査手続（購買・
仕訳データ分析、メール・ドキュメントレビュー、取引先を
含むインタビューなど）

 外部専門家による再発防止策の客観的な評価
 不正防止プログラム構築と継続的運用
 OJTによる内部監査メンバーの育成

 リスクベースの不正監査アプローチ導入
 往査拠点における不正リスクとリスク対策の課題の
明確化

 不正調査手法を活用したより深度のある監査手続の
実践
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